
継続

継続

継続B私立幼稚園預かり保育推進費補助金 私立幼稚園

71,055 71,055 

継続B79,184 
91.4

障害児を受け入れている幼稚園割合 9 私立幼稚園障害児就園対策費補助金 私立幼稚園
100

％ 79,184 
(R2) (H30) (R1)

90.0

8 20,573 
80.0

全国上位 99.4

課題１ 幼稚園預かり保育推進
88.5幼稚園預かり保育（長期休業日）実施率（私

立）
19,032 

(R1) (H30) (R1)

90.0

B
 

7 教育費負担軽減奨学金 私立学校

1,219,576 1,218,091 B
(R7) (H30) (R1)

99.4
6 私立高等学校等就学支援金 私立学校高等学校進学率の維持 ％(位)課題３ 保護者の経済的負担の軽減

5,137 5,137 B
100% 89.7

(R2) (H30)
課題２ 教育環境の維持・向上 継続

85.2
5 私立幼稚園教育環境整備費補助金 私立幼稚園

(R1)
耐震化率(幼稚園） ％

(H30)
B私立専修学校数の維持 校 継続

26
4 私立専修学校経常費補助金 私立専修学校

(R1)
92,129 92,129 

現状維持 35

（R２） (H30)

現状維持 26

（R２）

継続
30

3 私立幼稚園経常費補助金 私立幼稚園
(R1)

883,820 B883,891 私立幼稚園数の維持 校

2 私立小中学校経常費補助金 私立小中学校 131,103 131,103 
現状維持 3

（R２） (H30)

継続1 私立高等学校経常費補助金 私立高等学校

私立小中学校数の維持 校
(R1)

B 継続
3

事業の
有効性

校
現状維持 9

（R２）
3,220,733 

（千円）

B
(R1)

対象

課題に対する主な取り組み

成果指標 単位 事務事業

(H30)

9

（千円）

予算 決算

3,220,727 施策１

施策 課題

課題1 学校法人の経営の健全化 私立高等学校数の維持

今後の
方向性（年度） （年度）

％

％

耐震化率(幼稚園）

評価

100

施策の目標達成に向けて重点的に取り組むべき課題

3

カ所私立幼稚園の子育て相談実施園2

100

80.0幼稚園預かり保育（長期休業日）実施率（私
立）

(R1)

目標値
（年度）

施策の目標 成果指標 単位

校私立学校数の維持

障害児の受入体制が整っている幼稚園の割
合

％

現状値
評価

（年度） （年度）

氏名 山森　力

評価者 組織 総務課 職 氏名 三浦　富士夫

課長

課長

施策体系シート（行政経営Ｂシート）

作成者 組織 総務課 職

施策２

課題２ 障害児教育の充実

％

(R1) (H30) (R1)

現状維持

全ての幼稚園

73 68

目標値
（年度）

現状値

施策１ 建学の精神を尊重した私学の振興 1

少子化対策のための子育て支援の充実

(R1)

(R1)

(H30) (R1)

3
(R2)

2 高等学校進学率の維持 ％(位)
全国上位 99.4 99.4

(R7)

85.2

90.0

24/35

89.7

(H30)

91.4 90.0

(H30)

88.5

(R1)
B施策２

18/30

(H30)

(R2) (H30)

(R1)

(R1)

B

1
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事業の背景・目的

私立高等学校における教育条件の維持及び向上並びに私立学校に在学する生徒に係る修学上の経済
的負担の軽減を図るとともに私立学校の経営の健全性を高め、もって私立学校の健全な発展に資する。

事業の概要

毎年５月１日における生徒数を基準に、一般分と特色分を勘案し各学校に配分する。

一般分（国庫補助単価及び交付税単価） → 生徒数に対応
特色分（県単上乗せ単価） → 特色教育実施実績に対応

（学校の地域貢献、人権教育、読書活動の推進等）
対象校　　９校

（令和元年度補助金の積算根拠）

一般分 ：　単価　３２６，７４０円　　×　　定員内実員　　８，６１２人　　＝　　２，８１３，８８５千円
特色分 ：　単価　　４７，２４２円　　×　　定員内実員　　８，６１２人　　＝　　　　４０６，８４８千円

これまでの見直し状況
日本私立学校振興・共済事業団、私立学校教職員退職金社団に対する交付税措置分が、経常費補助

金の交付税単価に含まれている。これをＨ１７よりＨ１９まで経常費補助金予算単価から段階的に控除した。
Ｈ２０においては、特色教育の配分方法を一部見直しした。

補助単価の推移（平均） 単位：円

　　　  　　            　　　　　　　　　　　　　          　計　　　　　　 　　　　　　 ３，２２０，７３３千円

総務部総務課私学・県立大学支援Ｇ

私立学校振興助成法
職・氏名 専門員　　島田　将也
電話番号 076 225 1233 内線 3368

施策・課題の状況
施策 建学の精神を尊重した私学の振興 評価 B

令和元年度

私立高等学校数の維持
課題

平成30年度

単位

事業費
予算 2,839,493 2,941,712

平成28年度 平成29年度

事業費

99 9

一般
財源

（単位：千円） 平成27年度 平成28年度 平成29年度

予算 2,473,568 2,533,116

項目 評価 左記の評価の理由

51,393,76642,053,407
決算

45,065,716

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事務事業名 私立高等学校経常費補助金
事業開始年度 昭和４３年度 事業終了予定年度 作

成
者

組　　織
根拠法令
・計画等

指標

現状維持

校
目標値 現状値

令和２年度 平成27年度

9 9

平成30年度 令和元年度
3,220,733

決算 2,839,490 2,941,708 3,012,309 3,107,323 3,220,727
3,012,314

B

今後の方向
性（県民

ニーズ、緊
急性、県関
与の在り方
等を踏ま

え、今後ど
のように取り
組むのか）

継
続

評価
48,173,03939,111,699事業費累計

　補助金交付により私立高等学校の経営が安定し、また、補助金
検査を通じた指導等により、学校の運営の適正化を図ることがで
き、ひいては私立高等学校に在籍する生徒の教育が有効に実施
されたといえる。
　私立高等学校数については維持が図られた。
　（H30:9校⇒R1：9校）

2,584,210 2,655,6372,517,609 2,743,941
2,594,131

3,107,329

2,676,287 2,774,401

　

R１Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

2,433,026

３７３,９８２３４８,８４１ ３５３,１２２ ３５７,１２４ ３６１,４３４

学校法人の経営の健全化

　今後も、建学の精神を尊重した私学の振興施策として、私
立高等学校の助成に継続して取り組む。

事業の有効
性（費用対
効果の観点
も含め、この
事業が課題
解決に役
立ったか）

Ｈ３０

３６５,３０６ ３６９,５６８

対前年度
増減額

４,４１４２,７２７ ４,２８１ ４，００２ ４，３１０ ３，８７２ ４,２６２

単　価
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事業の背景・目的

私立小中学校における教育条件の維持及び向上並びに私立学校に在学する生徒に係る修学上の経済
的負担の軽減を図るとともに私立学校の経営の健全性を高め、もって私立学校の健全な発展に資する。

事業の概要

毎年５月１日における生徒数を基準に、各学校に配分する。

対象校 小学校 １校
中学校 ２校

(令和元年度補助金の積算根拠）

小学校 単価３１６，９３１円 × 定員内実員 １０６人 ＝ 　３３，５９４千円

中学校 単価３１８，６５９円 × 定員内実員 ３０６人 ＝ 　９７，５０９千円
 　 １３１，１０３千円

これまでの見直し状況

　 日本私立学校振興・共済事業団、私立学校教職員退職金社団に対する交付税措置分が、経常費補助
金の交付税単価に含まれている。これをＨ１７よりＨ１９まで経常費補助金予算単価から段階的に控除した。

Ｈ２０においては、県単上乗せ額の約８％を削減した。

補助単価の推移 単位：円

小

中

小

中

決算 109,913
事業費

131,103117,838

99,974 111,016
93,28695,693 112,821

　今後も、建学の精神を尊重した私学の振興施策として、私
立小中学校の助成に継続して取り組む。

３，７６３

２，６５７ ３，０１０

今後の方向
性（県民

ニーズ、緊
急性、県関
与の在り方
等を踏ま

え、今後ど
のように取り
組むのか）

継
続

４，２２９

１，８９２

３，７４９

５，２６４

４，４５５

２９２，１４２

４，７５３ ４，４４４

４，１０８

２９６，８９５

施策

予算

４，６６１

一般
財源 決算

Ｈ２８

３１８，６５９

３１２，２７０

事業の有効
性（費用対
効果の観点
も含め、この
事業が課題
解決に役
立ったか）

事業費累計

課題

平成30年度
現状値

指標 私立小中学校数の維持 単位

3

学校法人の経営の健全化

平成27年度

平成28年度 平成29年度

108,435 109,932
109,913 109,935108,437

事務事業名 私立小中学校経常費補助金
事業開始年度 昭和４３年度

根拠法令
・計画等

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度
職・氏名

作
成
者 電話番号 076

建学の精神を尊重した私学の振興

平成27年度 平成30年度

総務部総務課私学・県立大学支援Ｇ

私立学校振興助成法
専門員　　島田　将也

内線1233

3

225

目標値

2,084,217

組　　織

評価 B

3368

施策・課題の状況

予算

事業費

2,215,320
評価

3

94,563

（単位：千円）

R１Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７

1,966,379

３１４，８９６

93,39892,289

　

平成28年度 平成29年度

校

令和元年

項目

３０１，３３９

3

令和２年度

3

93,680

評価

　補助金交付により私立小中学校の経営が安定し、また、補助金
検査を通じた指導等により、学校の運営の適正化を図ることができ
たといえる。
　私立小中学校数については維持が図られた。
　（H30:3校⇒R1：3校）

B

131,103

３０７，００６

117,838

令和元年度

Ｈ３０

３１６，９３１

現状維持

Ｈ２９

101,404

左記の評価の理由

1,748,012 1,856,447

対前年度
増減額

２９４，８８６ ２９８，９９４ ３０３，２２３ ３０６，９７２ ３１０，４４１

単価 ３０３，９９６

２，５５３ ３，４６９
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事業の背景・目的

私立幼稚園における教育条件の維持及び向上並びに私立幼稚園に在園する園児に係る修学上の
経済的負担の軽減を図るとともに、幼稚園経営の健全性を高め、私立幼稚園の健全な発展に資する。

事業の概要

毎年５月１日における園児数を基準に、一般分と特色分を勘案し各学校に配分する。

一般分（国庫補助単価及び交付税単価） → 園児数に対応
特色分（県単上乗せ単価） → 特色教育実施実績に対応

対象園　３０園

（令和元年度補助金の積算根拠）

特色分 ：　単価　　２４，７８０円　　×　　定員内実員　　３，７７８人　　＝　　　　　９３，６１９千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　処遇改善加算分　　＝　　　　　　　　２５０千円

これまでの見直し状況
１  国の経常費補助金の交付税単価には、日本私立学校振興共済事業団補助及び
　私立学校教職員退職金社団補助分がふくまれているが、当県では既に他の事業で
　補助をしていることから、H１７～１９年度の経常費の補助単価より段階的に控除した。
２　H20年度から途中入園の満３歳児の県単上乗せ（県単分の約7％に相当）を廃止した。
３　H21年度から県単上乗せ額の約５％（10百万円）を削減し、その1/2を財源として、
　国庫補助を活用した新規事業（子育て支援推進費補助金）を創設。
４　子ども・子育て支援新制度に移行した園については対象外とする。
５　H29年度から幼稚園教員の処遇改善にかかる支援を追加（R1まで）
（補助単価の推移）

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度

1233

作
成
者

組　　織 総務課
係主査　宮谷　充治

3369電話番号
職・氏名

単位

B

内線076 225

施策・課題の状況

指標 私立幼稚園数の維持

施策

事務事業名 私立幼稚園経常費補助金
事業開始年度 昭和４３年度

根拠法令
・計画等

私立学校振興助成法

目標値 現状値
平成30年度

42

令和元年度

3048

平成28年度 平成29年度

35

建学の精神を尊重した私学の振興 評価
課題 学校法人の経営の健全化

校

事業費

現状維持 54

令和２年度

（単位：千円）平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

事業費
予算 1,457,302 1,340,446
決算

1,169,907
1,457,276 1,340,421

883,891

1,005,637 844,662 762,628

26,796,697

982,643
1,168,401 980,345

997,662

883,820

事業費累計 22,423,710

評価項目

25,912,877

　子ども・子育て支援新制度への移行等により、助成対象は
減少したものの、幼稚園児の大半が学ぶ私立幼稚園に対して
助成することにより、幼稚園の教育条件の向上、経営の健全
化を高め、もって私立幼稚園の健全な発展に大きな役割を果
たしている。

835,2971,145,420
1,154,175

　今後も、建学の精神を尊重した私学の振興施策として、私
立幼稚園の助成に継続して取り組む。

23,764,131 24,932,532

左記の評価の理由

単　価
(平均)

１９０，８５０ １９５，７５０

一般
財源

評価

決算 1,248,444
予算 1,269,999

751,729

203,634２０１，６４４１９８，９３８

　　　  　　            　　　　　　　　　　　　　          　計　　　　　　 　　　 　　　　 　　８８３，８９１千円

１，５５９

Ｈ２７

１，６１７

Ｈ２５

対前年
度

増減額

Ｒ１

一般分 ：　単価　１８１，６５６円　　×　　定員内実員　　４，３４９人　　＝　　　　　７９０，０２２千円

２，７０６

継
続

１，６２９２，５６３

Ｈ２８

単位：円

Ｈ２９

1,990

※子ども・子育て支援新制度へ移行したことにより経常費補助金の対象外
　となった幼稚園の数　H28→H29：6園、H29→H30：7園、H30→R1：4園

１９７，３７９

Ｈ３０

平成27年度

１９３，１８７

Ｂ

事業の有効
性（費用対
効果の観点
も含め、こ
の事業が課
題解決に役
立ったか）

今後の方向
性（県民

ニーズ、緊
急性、県関
与のあり方
等を踏ま

え、今後ど
のように取
り組むの

か）

Ｈ２６

２，３３７
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事業の背景・目的

事業の概要

《配分対象予定校》
学校法人立及び準学校法人立（※）の専修学校　　２６校

※準学校法人…専修学校又は各種学校の設置のみを目的とする法人

（令和元年度補助金の積算根拠）
○専門・一般・高等課程（大学入学資格付与校以外）

単価　２７,１００円　×　定員内実員　３,４００　人　　＝　 ９２，１２９千円
（法人ごとに千円未満切捨て）

○高等課程（大学入学資格付与校）
単価  ３５,９００円　×　定員内実員 ０人　＝　０円

　　
これまでの見直し状況

補助単価を他県の動向を勘案しながら見直している。

（補助単価の推移）

専門・一般・高等課程（大学入学資格付与校以外）
Ｈ１３ (26,000円) → Ｈ１４ (27,500円) → Ｈ１５ (29,000円 ) 
→ Ｈ１６ (29,500円 ) → Ｈ２０～ (27,100円 ) 

　私立専修学校における教育条件の維持及び向上並びに私立学校に在学する生徒に係る修学上
の経済的負担の軽減を図るとともに私立学校の健全性を高め、もって私立学校の健全な発展に
資する。

　毎年５月１日現在における在籍生徒数を基準に、各専修学校に配分する。

3370

施策・課題の状況
評価 B

1233 内線225

建学の精神を尊重した私学の振興施策

作
成
者

事務事業名 私立専修学校経常費補助金
事業開始年度 昭和５５年度

主事　亀田　翔太朗
総務課

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度
根拠法令
・計画等

私立学校振興助成法
電話番号

組　　織
職・氏名

076

現状維持 24 26

私立専修学校数の維持
課題

目標値
指標

現状値
平成29年度 令和元年度平成28年度 平成30年度

校単位

令和２年度

学校法人の経営の健全化

平成27年度 平成28年度
91,723

平成29年度 平成30年度
96,843

平成27年度

事業費

一般
財源 決算

92,129
令和元年度

91,723
予算

87,794

84,622

84,622

26 26 26

（単位：千円）

87,794
96,843 92,129
96,843 92,12991,723

1,211,156事業費累計

事業費
予算 87,794 84,622
決算 87,794

91,723
84,622

評価
項目 評価 左記の評価の理由

96,843 92,129
1,400,1281,307,9991,034,811 1,126,534

　高校生の約14%の進学先になっている私立専修学校におけ
る教育条件の維持及び向上、私立学校の経営の健全性を高め
るための施策として有効である。
　専修学校については学校数の維持が図られている。
　（H30：26校　→　R1：26校）

　今後も、建学の精神を尊重した私学の振興施策として、私
立専修学校の助成に継続して取り組む。

事業の有効
性（費用対
効果の観点
も含め、この
事業が課題
解決に役
立ったか）

Ｂ

継
続

今後の方向
性（県民

ニーズ、緊
急性、県関
与のあり方
等を踏ま

え、今後ど
のように取り
組むのか）
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事業の背景・目的

私立幼稚園の教育施設の整備を促進することにより、私立幼稚園の教育条件の維持向上を
図る。

事業の概要

私立幼稚園が耐震補強工事、アスベスト対策工事、危険園舎改築、老朽園舎改築及び園舎
改修をする場合に、これらに係る経費の一部について助成する。

これまでの見直し状況

補助対象事業の廃止
平成１９年度（国庫対象 ）

老朽園舎の改築で、国の予算等で不採択になった場合の補助制度の廃止
平成２０年度（国庫対象外）

教育設備に対する補助制度の廃止
平成２６年度（国庫対象外）

補助限度額の見直し（5,000千円→2,000千円）
平成２９年度（国庫対象）

防犯対策工事の追加

84.5 85.5100% 83.6 88.1

％

令和元年度
目標値

87.9

1,565,059

事業費
5,137

決算 30,949 5,137
予算 30,954 6,000 7,791 6,102

5,970

平成29年度 平成30年度
現状値

令和元年度平成30年度

5,137
6,000 7,791 6,102 5,137

B
課題

建学の精神を尊重した私学の振興施策 評価

6,102

単位

令和２年度 平成27年度 平成28年度

電話番号 076 33671233
事務事業名 私立幼稚園教育環境整備費補助金

事業開始年度 昭和３６年度
根拠法令
・計画等

石川県私立幼稚園教育環境整備費補助金交付要
綱

7,751

平成28年度 平成29年度

施策・課題の状況

225

総務課
職・氏名

内線

作
成
者

（単位：千円）

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度

指標 耐震化率（幼稚園）

事業費

教育環境の維持・向上

平成27年度

組　　織
係主査　宮谷　充治

評価
項目

一般
財源

予算
7,751 6,102

評価 左記の評価の理由

1,557,308
5,970

Ｂ

継
続

30,954
決算 30,949

事業費累計 1,551,338

　施設が経年劣化していく中で、安全で充実した教育環境を維持
するため、ハード面での改善について継続して取り組む。

1,571,161 1,576,298

今後の方向
性（県民

ニーズ、緊
急性、県関
与のあり方
等を踏ま

え、今後ど
のように取り
組むのか）

事業の有効
性（費用対
効果の観点
も含め、この
事業が課題
解決に役
立ったか）

　目標の耐震化率100％には至っていないものの、本事業に
より、耐震化をはじめ、老朽化、危険園舎の改築、防犯対策
など、安全で充実した教育環境の促進を図ることができ、私
立幼稚園の教育条件の改善に一定の効果がある。
（R1実績）
　・園舎改修：3法人　5,137千円
　　耐震化率　H30： 84.5％　→　R1： 85.5％
　　　　　 　（49棟／58棟）　  （47棟／55棟）

国 県 園

１事業4,000千円以上かつ

　　（Is値0.7未満またはIw値1.1未満） 1/3 1/6 1/2

　　（Is値0.3未満またはIw値0.7未満） 1/2 1/6 1/3

アスベスト対策工事 １事業4,000千円以上

危険園舎改築

老朽園舎改築

防犯対策工事 １事業1,000千円以上 1/3 1/6 1/2

区分 補助対象事業 補助要件
負担割合

限度額

耐震補強工事

1/3 1/6 1/2
Is値0.7未満またはIw値1.1未満であること、若し
くは、国の建築経過年数基準（木造24年、RC造50
年）または耐力度基準（木造5,500点、RC造5,000
点）に該当

国庫対象 －

国庫対象外 園舎改修 １事業3,000千円以上 － 1/3 2/3 2,000千円
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事業の背景・目的

事業の概要

１　 対 象
私立高等学校等に在籍する生徒がいる世帯

２　支 給 金 額

　年収250万円未満程度支給額　　　 　2.5倍 … 297,000円/年（24,750円/月）
  年収250～350万円未満程度支給額　　  2倍 … 237,600円/年（19,800円/月）
　年収350～590万円未満程度支給額　  1.5倍 … 178,200円/年（14,850円/月）

３　経 費 の 内 訳
・高等学校等就学支援金 1,210,529千円
・学び直しへの支援金 　　  730千円
・高等学校等就学支援金事務費 　  6,832千円　 計：1,218,091千円

４　実 施 方 法
(1)高等学校等に在籍する生徒がいる世帯が、学校の設置者を通じて県に申請
(2)県は、各校からの申請をとりまとめて国へ交付申請
(3)県が国からの交付決定及び交付金を受領し、学校設置者へ交付決定の通知及び支援金の
     支給を行う　
(4)学校設置者は、保護者に代わって就学支援金を受給（代理受領）し、授業料に充当する

これまでの見直し状況

Ｈ２２年度から国の公立高校無償化に伴い、本制度が開始された。
Ｈ２６年度から所得制限を導入するとともに、加算支給の対象世帯・金額が拡大される。
また、学び直しへの支援が導入される。

0

1,218,517
0

平成27年度

0

・対象高等学校数　：　１２校
　　私立高等学校 　　 １０校（全日制 ９校、通信制 １校（アットマーク国際高））
    私立高等専門学校　　１校 (国際高等専門学校（１～３学年））
　　各種学校            １校（小松准看護学院（国家資格者養成施設）)

標準額（国公立の高等学校における授業料年額の相当額）…118,800円/年(9,900円/月)
0

・低所得世帯への支給金額は、標準額に1.5、2又は2.5を乗じた額。
・標準額については、高等学校等の種類及び課程その他の区分に応じて政令で定める予定

項目 評価

　本県高校生の約１／４が在籍する私立高校において、学
ぶ意志のある全ての高校生に対して国公立高校授業料相当
額（低所得世帯に対しては増額）を助成することにより、
保護者の経済的負担の軽減を図り、もって、生徒の修学の
機会を確保することに大きな役割を果たしている。

左記の評価の理由

7,760,706 11,425,5686,549,109

今後の方向
性（県民

ニーズ、緊
急性、県関
与の在り方
等を踏ま

え、今後ど
のように取り
組むのか）

継
続

　教育に係る経済的負担の軽減により、教育の実質的機会
均等を図るため、今後も継続して支援していく。

事業費累計 8,988,960

事業の有効
性（費用対
効果の観点
も含め、この
事業が課題
解決に役
立ったか）

Ｂ

評価
10,207,477

予算 0一般
財源 0決算

99.4

0
決算

平成28年度

1,211,597

（全国4）

1,229,364 1,219,732

0 0 0

1,213,953
1,177,740

平成29年度

1,228,254

施策・課題の状況

1,218,091
1,219,576

99.4
(全国4)

平成30年度

全国上位

1,179,082

（全国2）

令和元年度

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度

平成29年度 平成30年度

総務課

高等学校等就学支援金の支給に関する法律
職・氏名

225

施策

私立高等学校等就学支援金
事業開始年度 平成２２年度 組　　織

主事　亀田　翔太朗
電話番号 076 1233 内線

根拠法令
・計画等

指標

99.5

目標値

作
成
者

課題
高等学校進学率の維持
保護者の経済的負担の軽減

令和７年度

3370

　家庭の状況にかかわらず、全ての意志のある高校生等が安心して勉学に打ち込める社会をつ
くるため、私立高校生等のいる世帯に対して、国公立高校授業料相当額（低所得世帯に対して
は増額）を助成することにより、世帯の教育費負担を軽減する。

平成28年度

事務事業名

事業費
予算

99.4

（単位：千円）
事業費

（全国2） （全国4）
99.4

％（位）
現状値

評価

平成27年度

B

単位

建学の精神を尊重した私学の振興

令和元年度
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事業の背景・目的

事業の概要

【支給要件】

・保護者等の市町村民税所得割が非課税であること

・保護者等が石川県内に在住していること

・基準日に高等学校等就学支援金対象校に在学していること（ただし平成２６年度以降入学者に限る）

【支給額】

・生活保護受給世帯 ５２,６００円（年額）

・市町村民税所得割非課税世帯（全日制・第１子） ９８,５００円（年額）

・市町村民税所得割非課税世帯（全日制・第２子） １３８,０００円（年額）

・市町村民税所得割非課税世帯（通信制） ３８,１００円（年額）

【補助率】
国補助　１／３ 県負担　２／３

これまでの見直し状況

　本県高校生の約1/4が在籍する私立高等学校において、生活
に困窮する生徒に対する教育費の助成を行うことにより、保護者
の経済的負担の軽減を図り、私立高等学校に在籍する生徒の修
学の機会を確保することに大きな役割を果たしている。
　R1実績：660人

　保護者の経済的負担の軽減を図り、修学の機会を確保するた
め、今後も継続して支援していく。

保護者の経済的負担の軽減

左記の評価の理由

事業の有効
性（費用対
効果の観点
も含め、この
事業が課題
解決に役
立ったか）

B

70,107

　

303,126 374,181

47,371

今後の方向
性（県民

ニーズ、緊
急性、県関
与の在り方
等を踏ま

え、今後ど
のように取り
組むのか）

継
続

事業費累計
決算 47,371

一般
財源

予算 30,816

全国上位

評価
項目 評価

147,109 227,021
30,816 51,335 53,275 50,737

51,335 53,275 50,737

79,912 76,105 71,055
決算 46,224 77,002 79,912 76,105 71,055

99.4

事業費
予算 46,224 77,002

事業費
（単位：千円） 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

99.5 99.4 99.4 99.4
（全国2） （全国2） （全国４） （全国４） （全国4）

令和7年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

指標 高等学校進学率の維持 単位 ％（位）
目標値 現状値

施策・課題の状況
施策 建学の精神を尊重した私学の振興 評価 B

225 1233 内線

課題

総務部総務課私学・県立大学支援Ｇ
根拠法令
・計画等

石川県教育費負担軽減奨学金交付要綱
職・氏名 専門員　　島田　将也
電話番号 076 3368

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事務事業名 教育費負担軽減奨学金
事業開始年度 平成２６年度 事業終了予定年度 作

成
者

組　　織

　経済的理由により修学困難な私立高等学校等生徒に対して、教科書費等の支援を行うことにより、生徒の保護
者の経済的負担の軽減を図る。

H27より第１子の単価が増額（全日制38,000→39,800円）、生活保護受給世帯の通信制が対象に加えられた。

H28より第１子の単価が増額（全日制39,800→67,200円）された。

H29より第１子の単価が増額（全日制67,200→84,000円）された。

H30より第１子の単価が増額（全日制84,000→89,000円）された。

R1より第１子の単価が増額（全日制89,000→98,500円）された。

H26より市町村民税所得割非課税世帯に対し、第1子と第2子以降で給付額が異なる国庫補助金が創設された。
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事業の背景・目的

事業の概要

（補助対象経費）
預かり保育を担当する教職員に対して支給する時間外手当等

（補助額）

早朝 教育時間開始前 預かり時間が４時間以下・・950千円

平日 終了後 教育時間終了後 ４時間を超える場合・・

（ともに２時間以上） （ともに２時間以上） 加算単価 2時間まで 1時間ごと250千円

　　　　 2時間超～3時間まで200千円

休業日 土・日 ３５０千円

長期
休業日 ２２０千円

これまでの見直し状況
平成１６年度　平日の補助限度額の単価アップ　（２～４時間まで）　 ５００千円→６００千円
　　　　　　　平日の預かり保育が４時間を超えた場合の加算額の新設　　 １４０千円/時間
　　　　　　　補助対象に、休業日及び長期休業日の預かり保育を追加
平成２０年度　平日の補助限度額の単価アップ（２～４時間まで）　６００千円→７００千円
平成２１年度　平日の補助限度額の単価アップ（２～４時間まで）　７００千円→８５０千円
平成２６年度　平日の補助限度額の単価アップ（２～４時間まで）　８５０千円→９００千円
平成２７年度　平日の補助限度額の単価アップ（２～４時間まで）　９００千円→９５０千円
平成２９年度　平日の長時間加算の単価アップ（１～２時間まで）　１５０千円→２００千円
平成３０年度　休業日の補助限度額の単価アップ　　 　２４０千円→２８０千円
　　　　　　　長期休業日の補助限度額の単価アップ 　１４０千円→１８０千円
令和元年度　　休業日の補助限度額の単価アップ　　 　２８０千円→３５０千円
　　　　　　　長期休業日の補助限度額の単価アップ 　１８０千円→２２０千円

12,372

422,902

　女性の社会進出が進む中で、園児を幼稚園で長時間預かることにより、子育てを支援するととも
に、保護者及び幼稚園の経済的負担の軽減を図る。

398,470

事業の有効
性（費用対
効果の観点
も含め、この
事業が課題
解決に役
立ったか）

Ｂ

24,43233,402 31,030 26,893

今後の方向
性（県民

ニーズ、緊
急性、県関
与のあり方
等を踏ま

え、今後ど
のように取り
組むのか）

継
続

441,934
評価

項目 評価 左記の評価の理由

事業費累計 340,547 371,577

19,032
10,287

決算 16,701 15,515 13,447 12,216 9,516
14,403

決算
一般
財源

予算 16,706 17,172

事業費
予算 20,57333,412 34,344

88.5

28,806 24,743

90.0

（単位：千円）平成27年度 平成28年度 平成29年度

78 76.1

事業費
平成30年度 令和元年度

76.8

指標 幼稚園預かり保育(長期休業日）実施率 単位

令和元年度 平成27年度

％

令和元年度

少子化対策のための子育て支援の充実 評価 B

平成29年度 平成30年度

幼稚園預かり保育推進

総務課
根拠法令
・計画等

石川県私立幼稚園預かり保育推進費補助金交付要
綱

職・氏名 係主査　宮谷　充治
電話番号 076 1233 内線

施策
課題

80

組　　織

目標値

225

平成28年度
現状値

3369

施策・課題の状況

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度
事務事業名 私立幼稚園預かり保育推進費補助金

事業開始年度 平成１０年度 作
成
者

　本事業により、私立幼稚園が有する幼児教育のノウハウを
活用した預かり保育の充実を図ることができ、保護者や地域
の子育てを支援することに大きな役割を果たしている。
　（H30：88.5%（31/35園）　→　R1：90.0％（27/30園））

　今後も、保護者の就労等により預かり保育のニーズの増加が見
込まれるため、本事業を継続して実施する。

夏季、冬季､春季
の休業日

夏季、冬季､春季の休業日におい
て１０日以上、かつ１日２時間以
上

　正規の教育時間の前後及び休業日（長期休業日を含む）、保護者の希望により園児を預かる幼稚園
に対して助成する。

　補助対象経費の１／２（当該経費に充てるために保護者から徴収した負担金が当該経費の１／２
を超える場合はその超える額を控除した額）と預かり保育の各限度額のいずれか低い額

実施時間 預かり内容 補助限度額（年間）

長期休業を除く休業日において
１９日以上、かつ１日２時間以上



- -

事業の背景・目的

事業の概要

１補助条件　　　２人以上の障害児が在園している私立幼稚園

２対象経費　　　障害児の教育に必要な経常的経費（人件費含む）

３補 助 率　　　障害児１人当たり＠７８４千円（国庫１／２、上限３９２千円）

４障害児の認定　医師の診断書又は療育手帳や身体障害者手帳による。

障害児　　
視覚障害及び弱視者
聴覚障害者及び難聴者
知的障害者
肢体不自由者
病弱者
身体虚弱者
言語障害者
情緒障害者

これまでの見直し状況

（補助単価の推移）

　障害者施策の充実を図るため、障害児教育を実施する幼稚園に対し、かかる経費の一部
を助成し、障害児の私立幼稚園への就園を促進する。

Ｈ１２　　　（７７８,０００円）
Ｈ１３　　　（７８２,０００円）
Ｈ１４年以降（７８４,０００円）

事業の有効
性（費用対
効果の観点
も含め、この
事業が課題
解決に役
立ったか）

今後の方向
性（県民

ニーズ、緊
急性、県関
与のあり方
等を踏ま

え、今後ど
のように取り
組むのか）

事業費
（単位：千円）平成27年度

継
続

項目 評価 左記の評価の理由

事業費累計 2,216,868 2,303,892 2,390,916

Ｂ

障害児教育の充実を図るために、今後も継続して支援するととも
に、制度の周知等により、障害児の受入を促進する。

43,512 41,944 39,592
2,474,804 2,553,988

評価

一般
財源

予算 46,648 43,512
79,184

87,024 83,888

39,592

79,184
87,024 83,888

事業費
予算 93,296 87,024
決算 93,296 87,024

％

令和元年度平成27年度 平成28年度 平成29年度

決算 46,648 43,512
43,512 41,944

評価
課題
施策 少子化対策のための子育て支援の充実

障害児教育の充実

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

現状値

B
施策・課題の状況

職・氏名 係主査　宮谷　充治
225

平成30年度

指標

3369

障害児を受け入れている幼稚園割合 単位

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度

1233電話番号 076 内線
事務事業名 私立幼稚園障害児就園対策費補助金

事業開始年度 昭和５５年度
根拠法令
・計画等

総務課
石川県私立幼稚園障害児就園対策費補助金交付
要綱

作
成
者

組　　織

　目標の１００％には至っていないものの、障害児教育を実施する
幼稚園に助成することにより、私立幼稚園における障害のある子ど
もの積極的な受け入れや、障害児教育の充実に一定の効果が
あった。
　 障害児を受け入れている幼稚園
　　　H30: 91.4％（32/35園）　　R１：90.0%（27/30園）

92.9 91.4 90.0100% 87 89.6

令和２年度
目標値


